










































て、さらにこの COP決定で、そのための作業部会（the Ad Hoc Working Group
 

















































































































































































































































































る。ただ、すでに COP15終了後間もなくの2010年４月には、William Antholis and Strobe
 













































































































































































































































































































































































































(49) 最終的に採択された FCCC/CP/2010/16及び FCCC/CMP/2010/6は、30数ページに及
ぶ大部の内容を含んだものである。
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・COP16終了直後のニューヨーク・タイムスは、この「カンクン合意」につ
いて、「控えめな成果ではあったが、今後のディールに向けた国際的プロセスに
大きな信頼を取り戻すもの」（12月12日付け）とした上で、日本の京都議定書の第
二約束期間に対する上述の極めて強い姿勢には、直接言及するところがなかっ
た。COP16全体の評価として、この論評は、妥当なところだったのではないか
と思われる。
Ⅲ． ?ポスト京都」と日本
(１) 繰り返し述べているように、京都議定書の附属書 Bの第一約束期間が
終了するのは2012年末、である。これに関することこそが「ポスト京都」問題で
ある。COP15は、前進を図ることができたとはいえ、最終的解決からは、程遠
かった。メキシコのカンクンで2010年末に行われた COP16でこれを目指して再
び交渉が行われたわけであるが、状況は極めて困難なものであったのも、上記で
重ねてみたところである。この時点（本稿脱稿は、2011年１月）でいえることは、
2011年末に南アフリカで開催される COP17でこそこれが達成されるべきだと言
うことだが、もしそうならないと、COP18の時は2012年末であるから、京都議
定書の第一約束期間が切れる時になる。
もとより、すでに繰り返し見たように、議定書上は、条約上の権利として、附
属書 Bに記載されている日本には、第二約束期間の削減目標に関して書面によ
る同意を与えないことができる。そうなれば、2013年以降は、削減義務は国際法
上かからないことになる。京都議定書そのものが失効するわけではないが、多く
の附属書 Bの締約国がこのような権利を行使すれば、京都議定書の実質的意義
は極めて小さなものになることは間違いない。今が2011年初、第一約束期間は
2012年末までであるから、残された時間は、決して長くはない。このまま難航を
続ければ、地球温暖化を防止する有効な枠組みが構築されないまま、「ポスト京
都」を迎えることになってしまう恐れなしとしない。
これを避けるためには、米国の積極的参加、そして中国に代表されるような排
出量の多い主要途上国の国際的関与が、不可欠である。少なくとも、これが日本
政府の主張である。そしてもしもこのことが2012年までに実現しないときに、京
都議定書の第２約束期間にコミットせずにいかなる方途によって温暖化防止の国
際協調ができるか、と言うことも、そろそろ検討し始めなければならないのかも
しれない。
(２) 冒頭?はじめに>で記したとおり、「非伝統的安全保障上の問題」とな
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っている地球規模の諸課題の持つ重要性は、確実に大きくなっている。よく考え
てみると、太平洋戦争に関する歴史への反省から戦後「平和国家」を目指してき
た日本にとっては、このような「非伝統的安全保障分野」での貢献は、本質的に
いわば「得意分野」であるはずの諸課題である。気候変動問題は、その象徴的課
題と言ってよい。だから、日本はこの問題の解決に、相当な主導力を発揮すべき
であるし、また、そう考えているからこそ、総理をはじめとして、国際交渉にも
全力で取り組んできている、といえよう。
これからの２年足らず、京都議定書の第一約束期間が切れるまでの期間は、国
際交渉がどのように展開していくか全く予断を許さないが、日本の外交にとっ
て、あるいは、日本の、いや世界の経済・社会全体にとって、きわめて重要な期
間であることだけは間違いあるまい。この困難な状況をどう打開して、よりよい
国際枠組みを構築できるか――次の世代が背負うこの地球の環境が、そこにかか
っていると考えられる。
(2011年１月10日 脱稿)
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